
（1951）
公営住宅

限度額家賃制度

【住宅に困窮する低額所得者に対し、

低廉な家賃の住宅を供給】

（1996）
・応能応益家賃制度

・買取り、借上げ方式

（2005）
地域住宅交付金

制度の創設

（2007）

住宅セーフティネット
法の制定

（1993）

中堅所得者向け特定優良
賃貸住宅制度

高齢者住まい法制定 （2001） （2009）
高齢者住まい法一部改正

【住宅施策と福祉施策の連携】
高齢者向け優良賃

貸住宅制度

日本住宅公団 都市基盤整備公団住宅・都市整備公団
（1955） （1999）（1981）

宅地開発公団と統合
【大都市地域における不燃住宅の集団
的建設と大規模宅地開発】

分譲住宅から撤退

都市再生機構
（2004）

・民間供給支援にシフト

・新規ニュータウン事業から撤退

・地域公団（地方都市整備）と統合

20061945 1975 2000“住宅難の解消” “量の確保から質の向上へ” “市場機能・ストック重視へ” “豊かな住生活の実現”

（1958）
住宅総数 1,793万戸
総世帯数 1,865万世帯
総 人 口 9,177万人

（1968）
2,559
2,532
10,133

（1973）
3,106
2,965
10,910

（1978）
3,545
3,284
11,519

（1988）
4,201
3,781
12,275

（1998）
5,025
4,435
12,647

（2003）
5,389
4,726
12,762

（2008）
5,759
4,997
12,769

戦災・引揚者等による

約420万戸の住宅不足

全国の住宅総数が

世帯総数を上回る

全都道府県で住宅総数

が世帯総数を上回る

最低居住水準未満世帯

が１割を下回る

全国の世帯の約半分が

誘導居住水準を達成

（2010）

12,806

人口ピーク

（2000）

マンション管理適正化法

【マンション管理士資格の創設、

管理業者の登録制度等】

マンション建替え円滑化法

区分所有法一部改正

【マンション建替組合の設立、権利返還手続等】

【大規模修繕・建替えの決議要件の緩和等】

（2007制定）住宅瑕疵担保履行法

（2008制定）長期優良住宅法の制定

（2008改正）

省エネ法一部改正

【住宅の長寿命化】

【省エネ措置の届出義務の強化】

（1991）
定期借地制度

(2000）
定期借家制度

（1998）

建築基準の性能規定化
（2000）

住宅性能表示制度
【設計の自由度の拡大・高コスト構造の是正】

【住宅の品質確保・消費者利益の保護】
（1979制定）

省エネ法による規制強化

【建築主の省エネ措置を推進】

（1992,1998,2002,2005改正）

（1965）

地方住宅供給公社

【積立分譲制度等による中堅

勤労者向け住宅の供給】

（1950）
住宅金融公庫

【長期低利資金の融資による住宅建設の促進】

融資を通じて

住宅の質を誘導
証券化支援事業（2003.年10月～）

（2007）

住宅金融支援機構

耐震改修促進法 （1995制定）

（2005,2013改正）

住宅建設五箇年計画
（1966）

五箇年間の住宅建設目標

（公的資金住宅の事業量）

【総合的な計画の策定により、

住宅建設を強力に推進】

居住水準

の目標

３期（1976）

・最低居住水準

・平均居住水準

住環境

水準目標

４期（1981）

誘導居住

水準目標

５期（1986）

・住宅性能水準（バリアフリー化目標）

・増改築見通し

８期（2001）
住生活基本法の制定

（2006）

住生活基本計画 基本計画の見直し

（2011）

都市低炭素法

（2012制定）

（2002制定）

住宅政策の変遷

（2014改正）

住宅政策の制度的枠組みの変遷 資料２

空家等対策の推進に
関する特別措置法

（2014制定）

都市再生特別措
置法の一部を改
正する法律

（2014改正）

【コンパクトなまちづくりの推進】


